
住所

氏名又は名称

連絡先

　　補助金等対象の有無（介護保険を含む）

*3　この申請について、改修工事が終了してから3か月以内に提出

　　 されなかった場合は、その理由を記載してください。
理　由　:

減額区分 □耐震、□バリアフリー、□省エネ

該当区分 □65歳以上の者、□要介護・要支援認定者、□障害者 担当者 係長等 課長等 処理日

所有者コード

持ち家の種類 □一戸建て、□マンション 担　当

足　利　市　長　宛

　　年　　　月　　　日

税務課処理欄
（どちらかに○） 　２．上記以外（減額１年）

　１．通行障害既存耐震不適格建築物（減額２年）

　　　

有　　・　　無 　　補助金等の金額（介護保険を含む） 円

　　改修工事が完了した日 　　　　年　　　　月　　　　日 　　改修工事に要した費用 円

　　　　年　　　　月　　　　日

 なお、この申請にあたり、関係する各課に確認することに同意いたします。

下記家屋（住宅）について、市税条例附則第　　条の　　第　　項の規定により、固定資産税の減額をされたく、申告したします。

登記年月日

受　付　印

家　屋　固　定　資　産　税　減　額　申　告　書

町　名 地　番 家屋番号 種類(用途） 構　造 床面積（㎡） 居住床面積（㎡） 建築年月日



申告書に添付していただく資料

省エネ改修
納税義務者の住民票・
工事明細書・領収書の写し・
改修前及び改修後の写真・改修箇所の図面・
建築士・指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関
の証明書
（減額１ヵ年度）

バリアフリー改修
住民票・各種手帳等の写し・
工事明細書の写し・
改修前及び改修後の写真・改修箇所の図面・
領収書の写し・補助金明細等の関係書類
（減額１ヵ年度）

耐震改修
耐震改修に要した費用を証する書類・
耐震改修後の家屋が地方税法施行令附則第１２条第１７項に規定する
基準を満たすことを証明する書類(固定資産税減額証明書)

課税標準の特例を受ける理由を証明する書類（導入計画書・認定許可
書等）
・対象地を表示した図面（土地・・・付近見取図等、家屋・・・平面図等）
・償却資産においては型式等の確認のできるカタログ等

・その他、特例を受ける内容によって必要書類がありますのでお問合せ
ください。
通行障害既存耐震不適格建築物（減額２ヵ年度）
上記以外（減額１ヵ年度）


